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   新型コロナウイルス感染症に係る大野市国民健康保険税減免要綱  

 

（令和２年６月１９日告示第２１９号）  

 

（趣旨）  

第１条  大野市国民健康保険税条例（昭和４１年条例第１７号。以下「条例」とい

う。）附則第１８項の国民健康保険税（以下「保険税」という。）の減免につい

ては、大野市国民健康保険税減免規則（令和２年規則第   号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、この要綱で定めるものとする。  

 （減免の対象となる世帯）  

第２条  保険税の減免の対象となる世帯は、被保険者等が新型インフルエンザ等対

策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規定する新型

コロナウイルス感染症（以下「新型コロナウイルス感染症」という。）の影響に

より一定程度収入が下がった世帯のうち、次のいずれかに該当する世帯とする。  

(1) 新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な

傷病を負った世帯  

(2) 新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の事業収入、不

動産収入、山林収入又は給与収入（以下「事業収入等」という。）の減少が見

込まれ、次のすべてに該当する世帯  

ア  世帯の主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（保険金、損害

賠償等により補てんされるべき金額を控除した額）が前年の当該事業収入等

の額の１０分の３以上であること。  

イ  世帯の主たる生計維持者の前年の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに国民健

康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）第２７条の２第１項に規定す

る他の所得と区別して計算される所得の金額（地方税法第３１４条の２第１

項各号及び第２項の規定に適用がある場合には、その適用前の金額）の合計

額（以下「合計所得金額」という。）が１，０００万円以下であること。  

ウ  減少することが見込まれる世帯の主たる生計維持者の事業収入等に係る所

得以外の前年の所得の合計額が４００万円以下であること。  

（減免の額）  
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第３条  前条各号のいずれかに該当する場合の保険税の減免の額は、次の表のとお

りとする。  

区分  減免の額  

前条第１号に該当する世帯  全額  

前条第２号に該当する世帯  別表第１で算出した対象保険税額に別表第

２の前年の合計所得金額の区分に応じた減

免割合を乗じて得た額  

 （減免の申請）  

第４条  前２条の規定により保険税の減免を受けようとする者（以下「申請者」と

いう。）は、規則第３条に規定する申請書を新型コロナウイルス感染症の影響に

よる国民健康保険税減免申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に代え

て、第２条各号のいずれかに該当する事実を証明する書類を添付して市長に提出

しなければならない。  

２  保険税の減免の申請は、令和３年３月３１日までに行わなければならない。  

３  条例附則第１８項の規定による減免の対象期間中に既に徴収した保険税がある

場合において、保険税の徴収に係る所定の期日までに申請書を提出できなかった

ことにつき、市長がやむを得ない事情があると認める場合については、当該所定

の期日経過後においても申請書を提出することができる。  

 （減免の決定）  

第５条  市長は、前条の申請があった場合は、速やかに保険税の減免の可否を決定

し、国民健康保険税減免決定（取消）通知書（様式第２号）により当該申請者に

通知するものとする。ただし、当該減免の決定が当該年の所得見込額に基づくも

のであるときは、当該減免の決定を受けた者から、翌年２月末までに当該年の所

得の額を証する書類を徴収し、その額に基づき再度減免の決定を行うものとする。  

 （減免の取消し）  

第６条  市長は、減免の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは、その決定の全部又は一部を取り消すものとする。  

(1) 虚偽の申請その他不正な行為により保険税の減免を受けたことが認められる

とき。  

(2) 資力の回復その他事情により減免が不適当と認められるとき。  
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 （その他）  

第７条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附  則  

 この要綱は、令和２年６月１９日から施行し、令和２年２月１日から適用する。  

 

別表第１（第３条関係）  

対象保険税額（Ａ×Ｂ／Ｃ）  

Ａ  当該世帯の被保険者全員について算定した保険税額  

Ｂ  世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入等に係る前年

の所得額  

（減少することが見込まれる事業収入等が２以上ある場合はその合計額）  

Ｃ  被保険者の属する世帯の主たる生計維持者及び当該世帯に属するすべての被

保険者につき算定した前年の合計所得金額  

別表第２（第３条関係）  

前年の合計所得金額  減免の割合  

３００万円以下であるとき  全部  

４００万円以下であるとき  １０分の８  

５５０万円以下であるとき  １０分の６  

７５０万円以下であるとき  １０分の４  

１，０００万円以下であるとき  １０分の２  

（注１）世帯の主たる生計維持者の事業等の廃止や失業の場合には、世帯の主た

る生計維持者の前年の合計所得金額にかかわらず、対象保険税額の全部を

免除すること。  

（注２）国民健康保険法施行令第２９条の７の２第２項に規定する特例対象被保

険者等（以下「非自発的失業者」という。）に該当することにより、現行

の非自発的失業者の保険税軽減制度の対象となる者については、まず前年

の給与所得を１００分の３０とみなすことにより当該保険税軽減を行うこ

ととし、今回の措置による給与収入の減少に伴う保険税の減免は行わない。  

この場合において、非自発的失業者の給与収入の減少に加えて、その他

の事由による事業収入等の減少が見込まれるため、保険税の減免を行う必
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要がある場合には、次のア及びイにより合計所得金額を算定することとす

る。  

ア  別表第１のＣの合計所得金額の算定に当たっては、非自発的失業者

の保険税軽減制度を適用した後の所得を用いる。  

イ  別表第２の合計所得金額の算定に当たっては、非自発的失業者の保

険税軽減制度による軽減前の所得を用いる。  


